
       

　本稿では 全中が昨年12月に発表した
総合 経営速報調査報告より，平成13年度
上半期の農協経営を振り返ることとする。
なお同調査はあくまで速報であり，調査項
目により集計対象農協数も若干異なること
に留意する必要がある。

　１．事業取扱高の動向
　13年度上半期の事業取扱高をみると，貯
金を除くすべての事業で取扱高の減少が続
いている（第１表）。
　まず貯金は，前年比3.1％増加し，昨年の
伸び率を1.0ポイント上回った。これは農協
の積極的な推進等により，郵便局の定額貯
金満期金の流入が続いているためである。
一方貸出金は，前年比0.9％の減少となっ
た。これは自動車ローン，カードローンな
どの生活資金需要が低迷していることに加
え，地公体貸付が償還等により減少してい
る影響が大きいとみられる。
　次に長期共済保有高は前年比△0.3％
と，２年連続減少し，減少率は0.2ポイント
拡大した。経済環境悪化や中堅生保の破綻
等を受け共済・保険業界全体が厳しい環境
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下にあり，農協共済事業では，とくに建物
更生共済の新規契約減少及び生命共済の転
換契約増加が保有高減少に影響した。
　また購買品供給高も前年比△3.9％と，５
年度上半期以来９年連続の減少となった。
生産資材，生活物資ともに減少している
が，生産資材の減少は，資材価格はほぼ横
ばいに推移していることから（第１図），米
の生産調整面積が拡大したことに加え，高
齢化・後継者不足による作付面積，飼養頭
数の減少等の影響とみられる。また生活物
資の減少については，デフレによる食品な
ど生活物資価格の下落に加え，農家の消費
支出抑制の動きが影響しているとみられる
（第１表）。
　一方販売品販売高は，前年比△0.2％とわ
ずかな減少にとどまり，減少率は前年より
6ポイント改善した。これは野菜・果実価格
が前年を上回ったこと等により，同時期農
産物価格がほぼ前年並みに推移したためと
みられる（第１図）。ただし下半期に入ると

発生等を受け農産物価格は大きく下
落に転じている（第１図）。

　２．損益の動向
　13年度上半期の農協収支は大きく悪化し
ているが，その主な原因は，信用事業にお

13年度上半期の農協経営の動向について

第1表　上半期事業取扱高等の動向（前年比増減率）
 （単位　％）
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第1図　13年度の農産物・農業生産資材価格の推移
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ける事業費用の増加と共済・購買事業にお
ける事業収益の減少である。
　まず信用事業総利益は前年比△5.0％
と，３年連続の減少となり，減少率は0.6ポ
イント拡大した（第２表）。これは信用事業
費用の伸びが11.0％と，収益の伸び3.1％を
大きく上回ったためである。信用事業費用
の高い伸びは，貯金利息以外の費用の増加
によるもので，貸倒引当金の積み増し等の
影響が大きいとみられる（第２図）。
　次に共済事業総利益は，前述の長期共済

保有高の減少等を受け前年比△0.7％と，減
少に転じた。同様に購買事業総利益も，購
買品供給高の減少により前年比△2.5％
と，７年連続の減少となっている。その一
方販売事業総利益は，販売品販売高がほぼ
横ばいだったことにより，前年比0.0％と前
年並みの水準を維持した。
　信用・共済・購買という主要３部門の事
業総利益減少により13年度上半期の事業総
利益は全体で2.6％減少した。一方事業管理
費も△1.2％と，８年度上半期以来６年連続
の減少となったが，事業総利益の減少幅が
大きく，事業利益は36.5％の大幅減となっ
た。事業総利益の減少率が，事業管理費の
それを上回るのは３年連続で，農協のコス
ト削減努力を収益悪化のスピードが上回る
状況が続いている。そのため13年度上半期
の事業管理費比率（事業管理費 事業総利
益）は前年を1.4ポイントを上回る97.5％
と上昇が続いており，地域別では北海道，
東海，中国・四国で上昇幅が大きくなって
いる（第３図）。
　このように13年度上半期の農協経営は，
非常に厳しいものとなった。13年度下半期
に入っても，完全失業率が史上最悪を記録
するなど景気はさらに悪化しており，
の発生による経済・信用事業等への影響も
懸念され，農協経営はより厳しさを増して
いるとみられる。

（内田多喜生・うちだたきお）
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第2表　損益の動向（前年比増減率）
 （単位　％）
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資料　JA全中「上半期総合JA経営速報調査報告」，なお購
買部，販売部，合計の欄は，収益・費用の集計農協数
と，総利益の集計農協数が異なる。

第2図　信用事業費用前年比増減率と貯金利息，
貯金利息以外の寄与度の推移 　
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第3図　地域別事業管理費比率の推移 
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